









































入する訪問介護事業は、利用者 10 人未満の事業所が全体の 40%を占め（2011 保健福祉部
Ⅱ　地域雇用グループの調査・研究活動とその成果




2017 年 5 月にスタートした文在寅政権では、人件費支給比率の義務化（2018 年 6 月）、
長期勤続手当の設置（2018 年 10 月）といった措置がおこなわれている。あわせて最低賃金
も大幅にアップされているが、保険報酬の伸びは追いついていない。他方、営利事業者等に





















 森山 治    研究代表者 経済学経営学系教授 
 尹   一喜  共同研究者 国際基幹教育院 GS 教育系助教 センター協力教員 
 井口 克郎  共同研究者 神戸大学大学院准教授 センター客員研究員 
─  48  ─
